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報告

沖縄県有人離島の類型化と高齢者の地域ケアシステム構築の方向性

大湾明美'）宮城重二2）佐久川政吉'）大川嶺子'）

要約

【本研究の目的】沖縄県の離島について、地域特性を「不利性」から「有利性」で捉え直し、市町村行政との関係で類型化
を試み、公助・互助・自助の視点から、高齢者の地域ケアシステム構築にむけての課題を明らかにすることである。
【対象】「沖縄振興開発特別措置法」に規定する指定離島39島中（2000年12月末現在)、架橋等で陸路が確保されている島、
人口10人以下の島、高齢者１人の島を除く27島24市町村である。

【方法】平成13年１月～２月の期間に、「高齢者の介護と実態把握及び基盤整備等調査票」を作成し、離島を有する市町村
の介護保険等担当職員に送付し、島ごとの状況について回答を依頼した。

【結果及び考察】１）地域特性から捉えた有利性：離島の特徴としての"狭小性"、“孤立性，'、‘`隔絶性，'は、生活の地域把握
や情報共有の容易性であり地域ケアの推進の可能性である。「互助」の高さは、物的・人的資源の活用、「公助」の弱さは、
多面的な人材活用で補強し、「自助」の弱さは自助努力の必然性とも位置づけられる。このように「不利性」を「有利性」
に捉え直した時、「困難性」は「可能性」に変化し、従来の「不利性克服型」ではなく、新たな「有利性伸展型」の地域ケ
アシステム構築の可能性が導ける。２）沖縄県離島の類型化と地域ケアシステム構築の課題：①１島１市町村型の課題は、
｢公助」への期待、②多島１町村型は「互助」への期待、③１島多市町村型は、島内市町村の協働体制の強化、④主島近接
型は島外の力量を期待となった。３）離島の類型化による結果は、地域ケアシステム構築の多様なあり方を示唆している。
離島の高齢者の地域ケアシステム構築は、「公助」や「自助」に加え、地域特性を反映する「互助」を重視することが重要
と考える。

キーワード：離島、高齢者、地域ケアシステム、類型化

Ｉ緒言

離島は地理学的に大陸との相対的な概念であり、「周

囲を完全に水域に囲まれた地球表面の陸域で、相対的に

面積の狭い陸地」とされている')。明文化された離島の

定義はないが、わが国は離島振興法等の離島関係４法

で指定離島と表現している。長崎県に次ぐ島喚県である

沖縄県の離島の特徴は、外海であること、南北約400

Ｋｍ、東西約1,000Kｍの広大な海域に160の大小さまざ

まな島が点在していることである。「沖縄振興開発特別

措置法」第2条第２項に規定する沖縄県の指定離島は３９

ケ所（平成14年４月制定の「沖縄振興特別措置法」第３

条第３項の規定では40ヶ所）である。

ところで、離島振興法に基づく275島は、表１で示す

とおり、「内海・本土近接型｣、外海・本士近接型｣、「群

島型｣、「孤立大型｣、「孤立小型」の５つに類型化されて

いる2)。その類型化は、本土からの時間距離、地理的条

件、人口規模などに基づいている。つまり、本士から捉

えた状況で離島が類型化され、さらに、沖縄の離島はそ

の分類の対象外である。

地域保健法、社会福祉法、介護保険法などを根拠とし

た保健医療福祉サービスは、市町村行政を単位とした法

の制定や改正が進行している。一方、高齢者ケアの分野

では、施設ケアから在宅ケア、在宅ケアから地域ケアへ

とパラダイムの転換が求められ、「小規模、多機能、地

域密着型」の小地域での拠点づくりも開始されている。

地方分権の流れもあり、高齢者の地域ケアシステム構築

に向け、本土から捉えた離島の類型ではなく、離島を主

軸とした市町村行政との関係で新たな離島の類型化が必

要であると考える。

報告者らは、沖縄県離島の高齢者の地域ケアシステム

構築に向け、実態把握による「支援の必要性」を確認し、

｢支援の方向性」を模索し、「具体的支援」を平成12年

度から介入による参加型アクションリサーチで展開してい

る。具体的支援を展開するために、離島の特徴を相互扶

助体系の公助・互助・自助の視点で捉えることに着手し

た。その理由は、新たな地域ケアシステム構築にあたり、

従来の「公助」（法定サービス及び行政機能が直接的に関

わるもの）と「自助」（本人・家族単位の助け合い）の弱

さで離島を捉えることなく「互助」（関係者間の助け合い）

の可能性を導くことが重要と考えたからである。

これまでの地域ケアシステム構築に関する研究は、シ

ステム構築の主体を専門機関や専門職とし、その形成過

程や組織特性、専門職の能力や態度について成功事例か

ら導き出したものが多いs)~,)。しかし、離島においては

専門機関や専門職の確保が乏しく独自の地域ケアシステ

1）沖縄県立看護大学

2）女子栄養大学

－４０－

Ｎエエーロユｅｃ上ｒｏｎｉｃＬｉｂｒａｒｙＳｅｒｖｉｃｅ



ＯｋｉｎａｗａＰｒｅＥｅｃ上ｕｒａｌＣｏｌｌｅｇｅｏＥＮｕｒｓｉｎｇ

大湾他：沖縄県有人離島の類型化と高齢者の地域ケアシステム構築の方向`性

表１離島振興法による離島の類型

類型名 島数 内容

本土の中心的な都市から航路１時間圏内にあり、かつ航路の欠航が
内海･本土近接型１３７

ほとんどないと考えられる離島
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＝＝￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣--￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣■￣￣■￣■------~~--~￣￣￣■⑪￣￣----~--￣￣￣￣￣￣￣￣

本土の中心的な都市から航路1時間圏内にある内海･本土近接型外海･本土近接型５０
以外の離島

一一一一一一一一一一一一口￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣、￣￣￣￣■￣■■￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣再一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■￣--￣￣￣￣￣、

本土にある中心的な都市から航路1時間圏外にあり､かつ人口概ね群島型４６
5,000人以上の大型島を中心とし､航路1時間圏内で近接する複数の離島

一一一一一一一一一一一一一一一一一一■￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣'￣Ｗ￣￣￣￣■

孤立大型９上記以外の離島で､かつ人口概ね5,000人以上の孤立離島

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

孤立ﾉjl型３４孤立大型以外の孤立離島

計 276島

平成8年３月離島振興ハンドブックより作成

ムが構築される必要がある。

そこで本報では、沖縄県の離島について、市町村行政

との関係で類型化を試み、公助・互助・自助の視点から、

地域ケアシステム構築にむけての課題を明らかにするこ

とを目的とする。

Ⅲ結果

１．離島の実態とその「有利性」

今回の調査対象の27島には、沖縄県の人口1,327,349

人中132,040人、約10.0％の人々が暮らしている（表３‐

1)。沖縄県の高齢化率は13.4％であり、全国一の出生率

が影響し、全国平均の167％と比較して低い。しかし、

沖縄県の離島における高齢化率は19.3％と全国の高齢化

率より高く、７５歳以上の後期高齢者の割合も8.6％と高

い（全国値68％)。そして、高齢者のいる世帯は38.8％

と高く（全国値33.1％)、高齢者単身世帯と高齢者のみ

の世帯の割合も20.3％と高い（全国値15.2％)。これら

のことは、離島における「自助」の弱さを示し、「自助」

を生かした離島の高齢者ケアシステムの構築を困難にす

る要因であると考えられる。

また、保健医療福祉の基盤整備状況では（表３‐２）、

物的資源として診療所等は24島が確保され、医師や看護

師が配置されている。しかし、物的資源や人的資源、各

種サービスの実施状況はともに都市地域と比較して＋分

に選択可能な状況になく、「公助」の弱さも明らかであ

る。特に近年、高齢者ケアで関心の高い介護保険サービ

ス供給体制は（表３－３）、施設サービスの介護老人福祉

施設は９島に整備されその他の島々では入所サービス必

要時には島外にでる。また、在宅サービスは訪問介護が

２６島で整備されていること以外は実施が乏しく、島内

での「公助」の弱さを浮き彫りにしている。さらに、介

護予防・生活支援事業の実施状況に至っては（表３‐４)、

高齢者保健福祉推進10ヵ年戦略で推進された軽度生活援

助（ホームヘノレプ)、生きがい活動支援通所事業（デイ

サービス）は半数以上の島にあったが、それ以外の事業

の整備が遅れている。

このような離島の「自助」や「公助」の弱さは、これ

まで離島の「不利性」として捉えられてきた。

Ⅱ対象及び方法

１．対象：「沖縄振興開発特別措置法」に規定する指定

離島39島中（2000年12月末現在)、架橋等で陸路が確保

されている島、人口10人以下の島、高齢者１人の島を除

く２７島２４市町村である。

２．方法：２７島については、平成13年１月～２月の期間

に、離島ごとに「高齢者の介護と実態把握及び基盤整備

等調査票」を作成し、離島を有する市町村の介護保険等

担当職員に離島の介護の実態把握の趣旨及び協力依頼文

書を添えて送付し、島ごとの状況について回答を依頼し

た。対象の全島が回答し、データの不足点や疑問点等に

ついては担当職員に電話及びＦＡＸで確認し、有効回答

にした。

調査項目は表２で示すとおり、①人口・世帯、②保健・

医療・福祉の基盤整備状況、③介護保険サービスの供給

体制、④介護予防・生活支援事業の供給体制である。①

人口・世帯に関する項目は、「自助」を捉える指標とし

て、総人口、老年人口、高齢者のいる世帯とした。「公

助」を捉える指標として、②から保健医療福祉の専門職

の人的資源、及び関連の物的資源、③及び④の介護保険

サービスや介護予防・生活支援事業の供給体制とした。

また、「互助」を捉える指標として、②から公民館やイ

ンフォーマルな地区組織団体の有無を取り上げた。分析

は、市町村との関係で離島の類型化を行い、公助・互助・

自助の指標でその特徴を導いた。
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表２２７島の調査の枠組み 表３‐１人口と高齢者のいる世帯

中項目
公助･互助･自助の別

全離島
(27島）

大項目 小項目
沖縄県

総人口

老年人口

65～74歳(再）

75歳以上(再）

①
島
の
人
口
・
世
帯

1,327,349132,040
総人口

（10.0）

世帯数 総世帯数

高齢者のいる世帯
単身世帯(再）

高齢者夫婦世帯(再）
高齢者同居世帯(再）

老年人ｐＶＭｉｉｌＩ３
25,439

(19.3）

_堕三Z4主．102,582
（再掲）（7.7）

14,042

(10.6）

再
掲

保健センター
７５才以上

~~T再掲ｱｰ.
74,931

（5.7）

11,397

(86）
病院

診療所･医介輔診療所

歯科診療所

②
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
基
盤
整
備
状
況

467,899
総世帯数

50,867

(10.9）在宅介護支援センター
老人福祉センター
高齢者生活福祉センター
デイサービスセンター

132,087

(28.2）
■￣■■－－１

31,748

（68）

23,245

（5.0）

77,080

(16.5）

19,756

(38.8）

4,734

(9.3）

5,617

(110）

9,405

(18.5）

高
齢
者
の
い
る
世
帯

鮒一》一》帯一識》

マンパワー

（専門職）

医師･医介輔

看護師
保健師
へルパー

ケアマネージャー

その他の施設 離島総合センター

公民館 平成12年３月末現在

ボランティア

婦人会
老人会

自治会 表３－２保健医療福祉の基盤整備状況
施設サーヒス 介謹老人福祉施設

介甑老人保健施襲

介謹療養型医癖施設

○
○
○
一
○
Ｃ
ｏ
ｏ
○
○
○
○
○
○
○
○
一
一
○
○
○
○
ｏ
Ｏ
ｏ
－
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｌ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
○

全離島
(27島）

③
介
霞
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
供
給
体
制

在宅サービス 訪問介謹(ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ）

訪問入浴介護
訪問看護

訪問リハビリテーション
適所介護

適所リハビリテーション

福祉用具の購入費の支給
短期入所生活介護

短期入所療養介護
痴呆対応型共同生活介護

居宅療養管理指導
福祉用具貸与

保健保健センター６

病院３

傷診療所･医介輔診療所２４
歯科診療所１４物一一一一一-------------…------‐

的在宅介霞支援センター４

資福老人福祉ｾﾝﾀｰ６
源祉高齢者生活福祉センター４

デイサーピスセンター１０
‘堵･~￣~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~￣￣
の離島総合センター’８
他公民館２６
医師.医介輔２４

鯰冨篝露霊
嘉蝋ヘルパー２５

ケアマネージャー９

地 ボランティア１１

区団婦人会２１

組体自治会２６
織 老人クラブ２４

高齢者の生活

支援事業

配食サービス

外出支援サービス

寝具洗濯乾燥消毒サービス
軽度生活援助

住宅改修指導
訪問理美容サービス事案
高齢者共同生活支援事業

④
介
護
予
防
・
生
活
支
援
事
業
の
供
給
体
制

介護予防･生きが
い活動支援適所
事業

転倒予防教室

痴呆予防･介護教室

IADL訓練事業

地域住民グループ支援事業
高齢者食生活改善事業
運動指導事業

生きがい活動支援適所事業

生活管理指導員派遣事業

生活管理指導短期宿泊事業

平成12年３月末現在

生きがいと健康づくり支援事業
緊急通報体制等整備事業

寝たきり予防対策事業
健やかで活力ある町づくり

基本策定･普及啓発推進事業

地域ケア体制整備

その他

医介輔は医療法による医師の資格を有しないが、制限つ

きで医療行為が可能）を含めた医療のマンパワーの確

保'0)、駐在制（保健所保健師が地域住民の身近な市町村

に駐在）による保健師の配置があり、第二次世界大戦直

後の米軍統治下から、沖縄独特の離島の保健医療対策が

しかし、同様の実態を「有利性」の視点で捉えると、

その見方は異なってくる。沖縄県においては表３－２のと

おり、３島以外のほとんどの離島では、診療所の整備や

医介輔（戦前の医療業務経験者に復帰特別措置で保健所

長や医師の監視下で医療行為の一部を担う医療従事者。

－４２－
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大湾他：沖縄県有人離島の類型化と高齢者の地域ケアシステム構築の方向性

表３‐３介霞保険サービスの供給体制 表３‐４介護予防・生活支援事業の基盤整備状況

全離島
(27島）

全離島
(27島）

配食サービス

外出支援サービス

寝具洗濯乾燥消毒サービス

軽度生活援助(ホームヘルプ）

住宅改修指導

訪問理美容サービス事案

高齢者共同生活支援事業

転倒予防教室

痴呆予防･介護教室

IADL訓練事業

地域住民グループ支援事業

高齢者食生活改善事業

運動指導事業

生きがい活動支援適所事業(デイサービス

生活管理指導員派遣事業

生活管理指導短期宿泊
■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－－￣￣￣￣￣■￣￣■￣⑤￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■

生きがいと健康づくり支援事業

緊急通報体制等整備事業

寝たきり予防対策事業

健やかで活力ある町づくり基
本策定･普及開発推進事業

地域ケア体制整備

旧
３
１
Ｍ
５
１
２
－
４
４
２
０
２
２
打
０
２
－
３
６
２
０
３

Ｐ

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪問介溌

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

適所介護

適所リハビリテーション

福祉用具購入費の支給

短期入所生活介護

短期入所療養介護

痴呆対応型共同生活介護

居宅療養管理指導

福祉用具貸与

９
２
２
－
配
３
狙
刎
旧
３
副
９
２

施了ビ
ス

段 生
活
支
援
事
薬

生
き
が
い
活
動
支
援
適
所
事
業

介
鍾
予
防
．

在
宅
サ
ー
ビ
ス

2１

１９

平成12年３月末現在

そ
の
他

平成12年３月末現在

表４沖縄県有人離島の類型

類型名 内容島数

①１島1市町村型１２１島を1市町村とする島
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ｍ￣■面一一一一一一一一一■￣￣￣￣￣￣￣￣￣｢~~__＿＿￣

②多島1町村型８２島以上を1市町村とする島
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一口_－－－１----－－＿＿＿＿＿＿＿＿

③１島多市町村型２１島が2つ以上の市町村からなる島
一一一一一一一一一一画一一一一口－－－－－－－■■￣￣－￣－￣－－￣￣￣■￣￣￣－－－－■－￣－－－－－－－－￣￣－￣－－印一一一一一画一一一■￣￣■￣￣■------------－二-ご＿----------

④主島近接型５主島の市町村の一部として離島である島

27島計

進められてきている'1)。今日では、地域保健法を契機に

駐在制は終焉し市町村保健師がその役割を担い、医介輔

は高齢化に伴いその歴史を閉じつつあり、若手医師への

交替が進んでいる。

また、介護分野においても、2000年４月の介護保険施

行を前に、沖縄県独自の「緊急離島地域ホームヘルパー

養成研修事業」が実施され'2)、ホームヘルパーが２５島

で整備されてきた。この事業は、離島の人々が地理的、

経済的、社会的条件などにより研修会受講が困難である

ことを克服するためにぃ講師を離島に出張･派遣し、離

島においてホームヘルパーを養成した。２４離島を対象に

11ヶ所の離島で養成研修を実現し378人のホームヘルパー

を養成し、離島の訪問介護に備えた。

さらに、診療所は、訪問看護、居宅療養管理指導、訪

問リハビリテーションの訪問系サービスについては、１

診療所と医介輔診療所を除く診療所が「みなし指定」

(介護保険制度施行時、特に申し出のない診療所・病院

は訪問看護や居宅療養管理指導が可能な介護保険サービ

ス事業所として指定）を受け、介護保険サービス供給体

制を可能にしている。よって、介護保険施行時から現在

まで、ほとんどの離島で「保険あって介護サービスなし」

の事態は免れてきた。

さらに、離島の物的資源の特徴として、表３－２のと

おり公民館や離島振興センターの施設設置が整備されて

いること､及び、人的資源として、自治会､老人クラブ、

婦人会、ボランティア団体等の各種の地区組織団体の整

－４３－
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沖縄県立看護大学紀要第６号(2005年３月）

表５‐｜離島タイプ別の人口と高齢者のいる世帯

N=27島
単位:人(船）

沖縄県'量1櫛鍋'町村型'島多市町村主島近接型（8島）型(2島）（5島）
離島計
(27島）

1,327,34967,390
総人口

（51.0）
4,605

(3.5）

58,626

(44.4）

１４１９

(1.1）

132,040

（10.0）

老年人口’綱３
12,089

(18.0）
1,159

(25.2）
11,677

(200）

５１４

(36.2）

25,439

(19.3）

６５～74才102.582

-1再稿ｱｰ゛（7.7）
6,740

(10.0）

６０６

(132）

6,424

(11.0）

２７２

(19.2）

１４，０４２

(10.6）

再
掲

７５才以上

一宿鴇『…
74,931

(5.7）
5,349

(7.9）

５５３

(12.0）

5253

(90）

２４２

(17.1）

11,397

(8.6）

467,899
総世帯数 26,470

(52.0）
2,284

(4.5）
21,501

(42.3）

６１２

(1.2）
50,867

(10.9）

総数132,08710,545７９７8,003４１１19,756
（282）（39.8）（34.9）（37.2）（67.2）（38.8）

■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－￣￣￣￣－￣￣￣－￣￣￣￣￣￣￣－－－－－－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■

単身世帯３燭８２４１５２８６Ⅱ’２７４剛（9.1）（12.5）（8,9）（20.8）（9.3）
－－￣￣■￣￣￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－戸－－■－－－－－－－－－■－■－－－－－－－－－￣￣￣￣－￣堂一■－－－－－－－－－

高齢者世23,2452,999２３２2,320６６5,617
北は

７行 （5.0）（11.3）（10.2）（10.8）（10.8）（11.0）
￣￣■■￣￣￣■－￣－－■－－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－■■－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－￣－－－■－－－－－－－－－－－■

高齢者77,0805,136２７９３７７２２１８9,405
同居世帯（16.5）（19.4）（12.2）（17.5）（356）（18.5）

高
齢
者
の
し
る
世
帯

平成12年３月末現在

表５‐２離島タイプ別の保健医療福祉の基轤轄備状況

1島1市町村
型(12島） 霞櫛鬮鱒主辮型計(27島）

保健保健センター３１２０６
５￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣--￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣ロ■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣--－－－－￣￣￣￣￣￣■－－－－－－￣￣￣￣￣￣■￣￣

病院１０２０３

鬘診療所･医介輔診療所１２７２３２４
物－－璽灘遼駈__--------19-------2------且---------0--------凶___＿
的在宅介護支援センター２０２０４

資福老人福祉センター４０２０６
源祉高齢者生活福祉センター４０００４
デイサービスセンター７．１２０１０

Ｒぞ~~~￣~~~~￣~~￣~－－~￣~~~~~~~~~~5~~~~￣~~~h｢￣~－－~~5~~~~~￣~~｢5~￣￣の離島総合センター８
他公民館１２８２４２６

■￣￣￣￣￣￣￣■－－－－￣￣￣■■卓一一一一一一一一一一一一一一一一一再一一一一一一■－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－■

医師･医介輔１２７２３２４

全専看霞師１ｺ５２３２２
資門保健師１２８２５２７
源職ヘルパー１２８２３２５
ケアマネージャー４３２０９

￣￣口一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■－－－－－－－－－－－－－■－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－

地ポランテイア４５２０Ⅲ
区団婦人会１０７２２２１

組体自治会１０９２５２６
織老人ｸﾗﾌﾞ１２７２３２４

平成12年３月末現在

備がなされ、「互助」の高さとして捉えることができるb

これらの点は、これまでいわれてきた離島の「不利性」

とは逆に、離島の「有利性」と捉えなおすことができる。

上の市町村からなる島（１島多市町村型）２島、④主島

の市町村の一部として離島である島（主島近接型）５島

の４つである。

類型化した４タイプについて、人口と高齢者のいる世

帯（表５‐１)、保健医療福祉の基盤整備状況（表５‐２)、

介護保険サービスの供給体制（表5-3)、介護予防・生

活支援事業の基盤整備状況（表5-4）で比較検討した。

１）１島１市町村型

人口規模は474人から43,982人まで大小さまざまであ

２．離島の類型と地域ケアシステム

対象離島27島を市町村行政との関係で類型化した結果、

表４のように４タイプに類型化された。①１島を１市町

村とする島（１島１市町村型）１２島、②２島以上を１

市町村とする島（多島１町村型）８島、③１島が２つ以

－４４－
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表5-3介謹保険サービスの供給体制

1島1市町村型
（12島）

多島1町村型１島多市町村型
（8島）（2島）

主島近接型
（5島）

全離島
(27島）

墓濃霧＄，。，。：
６１２０９

１０１０２

ｓ￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣－－￣■－－￣￣－－－－－－画一一一一一一一一一一一一一■－－－－－－￣－－－－－－－－－－－－－－－画一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一,－－■－－＿＿

訪問介Ki1１２８２４２６

訪問入浴介護２０１０３

訪問着霞１２５２４２３

訪問リハビリテーション１２３２４２１

在適所介護１０１２３１６

巖通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ２０１０３
１．

ビ福祉用具購入費の支給９７２３２１

ス短期入所生活介護６１２０９

短期入所療養介護１０１０２

痴呆対応型共同生活介護００１０１

居宅療養管理指導１２３２４２１

福祉用具貸与７７２３１９

表5-4離島タイプ別の介護予防・生活支援事業の基盤整備状況

1島1市町村型
（12島）

多島1町村型１島多市町村型
（8島）（2島）

主島近接型
（5島）

全離島
(27島）

配食サービス７２２２１３

外出支援サービス２００１３

菫寝具洗濯乾燥消毒ｻｰﾋﾞｽｏｏｏｉ，
裏軽度生活援助７３２２１４
薑住宅改修指導２３００５
訪問理美容サービス事業１０００１

高齢者共同生活支援事業２０００２
■￣￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－画■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■

転倒予防教室１２１０４

生痴呆予防･介護教室１２１０４
き

がＩADL訓練事業０２００２

墓：地域住民ｸﾞﾙｰﾌﾟ支援事業ｏｏｏｏｏ

篝憩麓改善灘’。’。.１０１０２

：生きがい活動支援適所事業１０１２４１７
案生活管理指導員派遣事業ＯＯＯＯＯ

生活管理指導短期宿泊２０００２
■￣￣￣￣￣卓■￣￣￣ロー￣￣￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－■－－■－■－－－－－－－●

生き力《し､と健康づくり支援事業１２００３

緊急通報体制等整備事業３１１１６

舟寝たきり予防対策事業０２００２
他健やかで活力ある町づくり

基本策定･普及開発推進事業 ＯＯＯＯＯ

地域ケア体制整備２０１０３

平成12年３月末現在

り、離島全人口の51.0％を占め、沖縄の離島の類型で最

も多いタイプである。１島で１市町村を構成しているこ

とから人口規模に関係なく役場が島内にある。保健医療

福祉の基盤整備状況では、全島に診療所があり、医師や

看護師、保健師が常駐している。介護保険サービスでは、

施設サービスは半数が島内でサービス提供可能であり、

在宅サービスでは訪問看護や訪問介護などの訪問系サー

ビスが全島で提供可能である。介護保険の基盤整備状況
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ＮエエーＥ１ｅｃｔｒｏｎｉｃＬｉｂｒａｒｙＳｅｒｖｉｃｅ



ＯｋｉｎａｗａＰｒｅＥｅｃ上ｕｒａ１Ｃｏ１１ｅｇｅｏＥＮｕｒｓｉｎｇ

沖縄県立看護大学紀要第６号(2005年３月）

従来のアプローチ 新たなアプローチ、
／

の克服｜鬮蝋源尭
里ⅡＵ」引司園【Ｕ」Ⅶ 「

有
利
性
伸
展
型
」
地
域
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

鉾 lj1l ilii

図１離島における「不利性」の克服から「有利性」の伸展への転換

や介護予防・生活支援事業についても１島多市町村型に

次いで整備されている。

２）多島１町村型

このタイプは、Ｔ町６島とＺ村２島である。主島近接

型に次いで、総人口が少なく高齢化率､後期高齢者の割

合が高く「自助」が弱い。また、保健医療福祉の墓轤轄

備としての「公助」も他のタイプと比較して弱い。しか

も、１町村で複数の離島を抱え、役場が島外にあり、

｢公助」を高めるには予算的、時間的､人的､物的など厳

しい条件が付加されている。市町村行政が島々で分断さ

れるため、健康づくりやまちづくりには、行政の力量は

期待が薄い。

３）１島多市町村型

人口は9,527人のＫ島、49,099人のＭ島の２島で、Ｋ

島は２村（平成14年４月に合併）からなり、Ｍ島は１

市２町１村から構成され他のタイプと比較し人口規模が

大きい。高齢化率、単身世帯や高齢者世帯は、沖縄県と

の比較ではその割合は高く、保健医療福祉の基盤整備状

況や介護保険サービスの供給基盤等は十分とはいえない

が、４タイプ中､沖縄本島型に近いタイプである。つま

り、施設サービスも在宅サービスも島内において供給可

能な体制ができている。

４）主島近接型

主島近接型は、高齢化率及び後期高齢者の割合、世帯

構成の単身世帯の割合がともに離島平均の約２倍を占め、

離島の中でも特に「自助」の弱さが問題視される。また、

総人口が少なく高齢化率がかなり高いことは、島内での

生産年齢人口がきわめて少ないことであり、「互助」を

支えるネットワークが弱いことが危`倶される。さらに、

保健医療福祉の基盤整備状況等は、物的、人的にもきわ

めて不十分であり、「公助」も他のタイプより弱い。

Ⅳ考察

１．地域特性から捉えた「有利性」

島喚県沖縄の離島の保健医療は､歴史的に医介輔によ

るプライマリ・メディカルケアの確保3)や、プライマリ・

ヘルスケアの担い手として保健所保健師の駐在制度とい

う独自の活動ｲ)で支えてきた。近年は、高齢者の地域ケ

アにおいて介護保険制度下では、診療所のみなし指定に

よる介護の役割付加37)や講師を離島に出張してのホーム

ヘルパー養成5)等で介護サービス確保がなされていた。

このような状況は、沖縄の持つ中央から遠く離れた島唄,

県という地理的特徴や、異民族支配や専門職確保の困難

さ等という歴史的・政治的な特徴のもとで、県民の創意

工夫により生命や生活を守ってきた産物と考える。

これまで高齢者ケアの分野において、高齢化率や高齢

者世帯の高さ等による「自助」の弱さと、保健医療福祉

サービスの基盤整備の乏しさ等による「公助」の弱さか

ら、離島の後進性が論じられ、その克服に向け離島対策

は取り組まれてきた。しかし、社会現象として離島の

｢過疎化」は進行し、また保健医療福祉サービスの基盤

整備も伸展せず、「自助」と「公助」の克服の困難性を

示している。

このように、これまでの「不利性」の克服という視点

での取り組みには限界があると考え、「有利性」の伸展

へと発想の転換を図った（図１)。
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大湾他：沖縄県有人離島の類型化と高齢者の地域ケアシステム構築の方向性

表６離島の類型化と課題

類型化Ｉ島数Ｉ 特徴 事例Ｉ有利性 課題

ｉＯ診療所があり医師､看護師常駐

１２１０島内に役場があり保健師常駐
ＩＣﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰの存在

０

'渡嘉敷島|島嚇琴;蟹門｜「公助｣ﾍの期待０

1島1市町村型

ｉｉＯ総人ロ少なく高齢化率高い

多島'町村型|`'9鱸鬘裳蝋i鶉蔦=
’’○公民館や各種地区組織あり

'波照間島|公鵜i霧豐区Ｉ
０

０
｢互助｣への期待

ｉ’○人ロ規模が大きい

,島多市町村型１２１０沖縄本島型に類似
｜ＩＣ保健医療福祉ｻｰﾋﾞｽは島内供給可能

|島鴨苛籠ﾋﾞｽ|騨酉i>Bji鰄騨
の期待

ｉＩＯ高齢化率､独居高齢者の割合が特に高いｉ

主島近接型'''9鯉鱒転鰯慕ｌｉ鰯N験い'久高島：±島に近接1瀧繍馴篝
ＩＩｏ主島に近く交通の利便性あり

離島の特徴としての"狭小性,'、“孤立`性，'、“隔絶』性''と

いう「不利性」による問題は、逆転の発想で生活や地域

把握の容易性、保健医療福祉の統合化の可能性、情報共

有の容易性等、という「有利性」として捉えなおすこと

もできる。生活や地域把握は、地域ケアの推進にあたり

前提条件であり、その把握の容易'性はメリットである。

また、情報共有の容易性は、目標の方向性や共に参加す

る基盤を可能にする。また、保健医療福祉の統合化は、

どの地域においても求められていることである。

さらに、「互助」の高さに着目すれば、「互助」の指標

とした公民館の物的資源や地区組織の人的資源が活用で

きる。「公助」として、診療所の医師や看護師、保健師、

ホームヘルパー等の人的資源は、その専門分野の役割に加

え、多様な役割の担い手として活用することで「公助」の

弱さを補い得ると推察する。さらに、離島という厳しい生

活環境にあっては自助努力なしでは生きていけないことか

ら、高齢化率の高さは、逆に「自助」を高める必然性が

求められ、それは有利性と位置づけることもできる。

このように「不利性」を「有利性」に捉え直した時、

｢困難性」は「可能性」に変化し、従来の「不利性克服

型」ではなく、新たな「有利性伸展型」の地域ケアシス

テム構築の可能性が導ける。

が求められ、専門職のサポートも可能である。このタイ

プの離島は「公助」を期待した地域ケアシステム構築の

可能`性が大きいといえる。

「多島１町村型」は､総人口が少なく高齢化率が高く

保健医療福祉の基盤整備も弱い。しかも多島で市町村行

政が島々で分断され行政の力量発揮が困難である。しか

し、島々には公民館や各種の地区組織があり「互助」の

力量が期待できる。このタイプは、「互助」のエンパワ

メントによる地域ケアシステムの構築が求められる。

「１島多市町村型」は、人口規模が大きく、保健医療

福祉サービスは島内供給可能であり、島内完結型の地域

ケアシステム構築の条件がある。しかし、サービスに対

するニーズは沖縄本島の状況と類似し、市町村の行政基

盤の違いも加わり、複雑化・多様化している。そのため

にはく島内の市町村が協働体制の強化を図り、複雑化・

多様化するニーズに対応しつつ、施設サービスと在宅サー

ビスが有機的に連携した地域ケアシステムの構築が求め

られている。

「主島近接型」は、他のタイプに比べ高齢化率や独居

高齢者の割合が特に高い。また、保健医療福祉の基轤轄

備も弱く、「自助｣、「公助｣、「互助」ともにその力量の

期待が薄い。しかし、主島に近接していることから、主

島との地理的利便性を活かした主島の市町村からの支援

体制を強化しつつ、島外の力量を期待した地域ケアシス

テムの構築が求められる。

これらのことは、離島であっても画一的な地域ケアシ

ステムの構築の問題点を示唆するものである。これまで

の地域ケアシステム構築は、都市地域、農村地域、過疎

地域等という地理的、人口規模的条件で検討されてき

た'3)~'5)。しかも、これまでの地域ケアシステムに関する

研究は「公助」を主体にしたもので、「公助」をエンパ

ワメントする課題などが報告されてきた16)~'8)。

しかし、離島の類型化による結果は、地域ケアシステ

２．離島の類型と地域ケアシステムのあり方

沖縄県の離島は､地域特性によって地域ケアシステム

は異なった構築が必要であると考え、市町村行政との関

係で類型化した。そこで類型化したそれぞれのタイプに

ついて、「公助｣、「互助｣、「自助」の視点から､地域ケア

システム構築に向けての課題を明らかにする（表６)。

「１島１市町村型」の「有利性」は、人口規模に関係

なく最小限の保健医療福祉の専門職配置、及び役場が島

内にあり専門職や行政の力が期待できることである。市

町村行政と住民の協働作業による双方のエンパワメント
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ム構築の多様なあり方を示唆している。そして、地域ケ

アシステム構築にあたり、比較的に共通性のある「公助」

や「自助」に加え、それぞれの地域特性を反映する「互

助」を重視することが重要と考える。

健康管理システムを中心とする地域社会の情報共有－，

生活経済学研究，10,243-251（1994）

５）岡田麻里，小西美智子：個別的なかかわりから地域

ケアシステムを構築するための基盤となる能力,看

護研究3７(1)，65-78（2004）

６）大川眞智子，高田慶子，尾上佳代子，東サトエ：地
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考察，鹿大医短紀要8,103-116（1998）
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システム，病院,５５（10)，963-965（1996）

８）市原幸，島内節,橋本怜子他：第４報痴呆性老人・

家族への地域ケアシステムの評価，保健婦雑誌，４４
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と保健,平山清武編,２４‐51,徳明会，沖縄（1987）

12）沖縄県：緊急離島地域ホームヘルパー養成研修事業

報告書，沖縄県福祉保健部長寿社会対策室編,２－１３

（2000）
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型健康づくりモデル都市部における住民主体の健康

づくり戦略一川崎市多摩区布田・中野島地区の試み－，

日本地域看護学会誌,４(1)，83-87（2002）

14）玉里恵美子：要援護高齢者のための地域介護ネット

ワーク構築一過疎中山地域における「お隣ヘルパー」

の試み－，社会福祉学,３９(2)，226-242（1999）
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16）濱田建男：保健・医療・福祉を連携した在宅ケアシ
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17）市原幸，島内節，橋本,怜子他：第４報痴呆性

老人・家族への地域ケアシステムの評価,保健婦雑

誌,４４(8)，758-768（1988）

18）員田岡博史：遠野方式在宅ケアシステムにおける遠

野郡市医師会の役割と機能,公衆衛生,５７(6)，４２３－

４２５（1993）

Ｖ結論

沖縄県の有人離島27島について、地域特性を「有利性」

で捉えた地域ケアシステムの構築の必要性から、市町村

行政との関係で類型化し、公助・互助・自助の視点から、

地域ケアシステムの構築に向けての課題を明らかにした。

１．離島の地域特性を「有利性」として捉え直すと離

島の高齢者の地域ケアシステム構築は「困難性」

から「可能性」に変化する．

２．沖縄県有人離島類型は、１島ｌ市町村型、多島１

町村型、１島多市町村型、主島近接型の４タイプ

があった。

３．課題として、１島１市町村型は、島内に役場があ

り専門職が存在しており「公助」の力量への期待

があがった。多島１町村型は、公民館や各種地区

組織の存在があり「互助」への期待があがった。

１島多市町村型は、島内でのサービス確保が可能

であり、島内で協働体制によるサービスの有機的

連携への期待があがった。主島近接型は、主島に

近接している有利性から島外の役場の支援体制強

化と島外の力量への期待があがった。離島の類型

化による課題は、「公助」のみにとらわれない地

域ケアシステム構築の多様性を示唆していた。
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Abstract
Purpose: The purpose of this study is to identify the problems to solve for development of community care sys­
tem by the viewpoints of "public support", "mutual support" and "self support" in remote islands in Okinawa
Prefecture. For this purpose; we reassure the community characteristics, not by the inferiorities, but by the
superiorities of the island and try municipal and geographical classification of them.
Object: 39 remote islands are designated by "Okinawa Special Measures for Promotion and Development" (Dec.2000).
We removed the islands, which are connected to other islands by bridges, which have less than 10 inhabitants or
only one elderly inhabitant. The objects are then 27 remote islands which belong to 24 municipalities.
Design: We made "The Questionnaires of The Care and The Actual Conditions of Elderly, and Infrastructure".
We distributed the questionnaires, and asked to answer to them to the all isolated island municipals' person in
charge, in the period from January to February, 2001.

Results and Discussion: 1) The superiorities that were grasped from the community characteristics include: The
nature of narrowness, isolation and solitary also mean the ease in which community comprehension and informa­
tion exchange can take place, and also mean the possibility for development of community care. The strength in
"mutual support'" means the capability of application of material and human resources; the weakness in "publi
c support" can be reinforced by multilateral application of talented people; the weakness in "self support" can
mean the necessity of individual self-help. When we redefine the inferiorities as superiorities, "difficulty" turns
into "capability"; not "inferiority overcoming type, but "superiority progressing type" of community care system
becomes possible. 2) Municipal and geographical classification of the Remote Islands in Okinawa Prefecture, and
the problems in development of community care system: CDThe task of "one island-one municipality type" is the
expectation for "public support". @The task of "plural islands-one municipality type" islands is the expectation
for Clmutual support" ®The task of Clone island-plural municipalities type" is the reinforcement of cooperation
system between the municipalities in the island. @The task of "adjacent island" is the expectations for the re­
sources out of island. 3) The results of the classification of remote islands suggest the diversity of development
of community care systems. It is important that to attach importance on the "mutual support", besides "publi
c support" and Clself support", which mirrors the community characteristics, for the development of the commu­
nity care system for elderly.
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